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害も極めて深刻である。阪神淡路大震災では、心的外傷後障害(post traumatic stress 
disorder :  PTSD)がマスコミ等で大きく取り上げられ、世間の注目を浴びた。2002 年に
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るとともに、流動性制約の有無を判定するモデルの定式化を行うために、平成 16 年 10




















第 7章の豊岡市周辺の水害被害額についての考察（ケーススタディ）では、2004 年 10
月に生起した円山川の氾濫による被害の概要について整理を行うとともに、第 3 章から
第 6 章の流動性被害及び精神的被害の内容や構造を把握するために実施したアンケート
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4）GreenC.HandPenning-RowsellE.C:Evaluating the Intangible Benefits and Costs of a 
Flood 
  Alleviation Proposal，Jornal of the Institute of Water Engineers and Scientists，
1986. 
5）Tunstall S. nad Bossman-Aggrey P.，Waltham and Thornwood Essex : An assessment 
of the effects of the flood of 29th July，1987 and the benefits of flood alleviation，
Flood Hazard Research Centre，1988. 
 - 7 -  
第 2 章 治水事業に関する経済調査の概要と技術的変遷及び課題 
2. 治水事業に関する経済調査の概要と技術的変遷及び課題 
 





































 - 8 -  














いぜい 10 年に一度生じる洪水規模以下であったと推察される。 
 
(2) 明治期の治水事業 









利根川 明 33 5,570 15,762 栗橋 
信濃川 〃40 5,570 12,254 長岡 
木曽川 〃20 7,330 5,275 笠松 
淀川 〃29 5,570 8,400 枚方 
北上川 〃44 5,570 10,714 登米 
吉野川 〃40 13,900 3,652 岩津 
九頭竜川 〃33 4,170 2,567  
庄川 〃33 4,500 1,151  
高梁川 〃40 6,950 2,483  
遠賀川 〃39 4,170 1,093  
荒川下流 〃44 4,170 3,128 岩淵 
渡良瀬川 〃43 3,500 1,393 岩井 
筑後川 〃29 3,500 2,859 瀬の下 
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  (a)毎年一回起こる程度の高水流量 
  (b)数年に一回起こる程度の高水流量 
  (c)十年に一回起こる程度の高水流量 
(5)最高流量 既往に於ける最大なる流量 
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昭和 22 年、23 年に関東の利根川、東北の北上川等の日本を代表する河川で堤防の決
壊、大氾濫が生じて社会に大きな影響を与えた。この出水直後、治水調査会において、
利根川、常願寺川、木曽川、筑後川、最上川、江合・鳴瀬川、北上川、淀川、吉野川、
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20 年の枕崎台風、昭和 22 年のカスリーン台風による利根川決壊、23 年のアイオン台風
等毎年のように大きな水害被害が頻発していた。 
これらの水害被害は、戦争で疲弊した我が国の社会・経済に追い討ちをかけていた。
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確率 1/17（3,000 ㎥/ｓ）は過少であり、1/45 が妥当であると結論を下した。なお、この




 建設省では水害被害推計のための調査方法を確立するため、昭和 32 年諫早市における
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家   計 
浸水した家計の平時の家事労働、余暇活動等
が阻害される被害 







家   計 
浸水家計の清掃等の事後活動、飲料水等の代
替品購入に伴う新たな出費等の被害 
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省砂防技術基準(案)による基本高水ピーク流量(基本高水流量)である。 
2) 稲田 裕：河川計画の発展－主として計画高水流量について，水利科学第 4巻第 3号，
水利科学研究所，昭和 35 年(1960) 
3) 小林 泰：我国の水害と治水，水経済年報 1955 年版 pp.74，水利科学研究所，1955 年 
4) 富永 正義：河川，岩波書店，昭和 17 年(1942) 
5) 山本，細木：河川改修計画について，水利科学第 4巻第 3号(1960)，pp.84 
6) 西川 喬：治水長期計画の歴史 pp.121，水利科学研究所，昭和 44 年(1969) 
7) 稲田 裕：河川計画の発展－主として計画高水流量について，水利科学第 4巻第 3号，
pp.84～85 
8) 治水経済調査マニュアル(案)，平成 11 年(1999) 
9) 栗城稔，今村能之，小林裕明：水害の精神的影響の経済的評価，自然災害科学，Vol.15-3, 
pp. 231-240, 1997. 
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図-3.3 借入が不可能な場合の復旧過程 2 図-3.2 借入が不可能な場合の復旧過程 1 
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A B C D
図-3.4 第 0 期の事象の論理的順序関係 
a={ Ｕ=災害保険を保有しない場合 Ｉ=災害保険を保有する場合 (2.1) 
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 { 0 第 0 期に被災しない場合 1 第 0 期に被災し、第 1期に   最適な水準の家財を復旧した場合 (2.2) 1´第 0期に被災し、第 1期に   最適水準未満の家財を復旧した場合 
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(U,0) 1 2 3 4 5
預金 w+y w+2y y 2y y
家財 z2 z1 z2 z1 z2
消費 0 w+2y-z 0 2y-z 0
(U,1)
預金 w+y w+2y-z z y z
家財 z1 z2 z1 z2 z1
消費 0 w+3y-2z 0 2y-z 0
(U,1')
預金 w+y y z y z
家財 z'1 z'2 z1 z2 z1
消費 0 2y-z 0 2y-z 0
(U,2)
預金 w+y w+2y y 2y y
家財 0 z1 z2 z1 z2





























に(z－y)だけを次期に繰り越し、第 3期の給与 yを加えた zから家財 zの購入を行うこ
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ている。そして第 2期の給与 yについては、(2y－z)を消費し、(z－y)を第 3期の家財 z
の購入のために貯蓄にまわす。第 2サイクル以降は状態(U、1)と同じ経緯を辿ることに
なる。一方、状態(U,2)では家計は第 1 期に家財の復旧を見送る。第 1 期を家財なしで







  また、第 0期の時点 Cで評価した期待効用水準は以下のように表される。 
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(U,0) 1 2 3 4 5
預金 w+y+l w+2y+l y 2y y
負債 l l l l l
家財 z2 z1 z2 z1 z2
消費 0 w+2y+l-z 0 2y-z 0
(U,1)
預金 w+y+l w+2y+l-z z y z
負債 l l l l l
家財 z1 z2 z1 z2 z1










 借入が可能な場合の家財の復旧・買い換え過程を表-3.2 に示す。表-3.2 に示すよう
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 表-3.3 家財の復旧・買い換え過程（保険購入時） 
 
(I,0) 1 2 3 4 5
預金 w+l w+2y y 2y y
家財 z2 z1 z2 z1 z2
消費 0 w+2y-z 0 2y-z 0
(I,1)
預金 w+y+z w+2y z y z
家財 z1 z2 z1 z2 z1
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(2.37b)の 2 行目に示すようにΩ(U,1’)は l とは独立となる。そして、{－Π(U,1’)･dp}は
効用単位の「リスクプレミアム」である。同様に、状態(U,2)にある家計が得る防災投資
便益は以下のように与えられる。 
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 また、預金 w が式(2.39)の範囲にある家計に焦点をあて、保険が存在する場合の防災
投資便益と、存在しない場合の防災投資便益を比較する。 
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さらに条件(2.9)の境界となる w=z－y において次式が成立する。 
 
なお期待効用水準を明示的に w の関数と考えるときには EW(U,1’:w)と表記することと










任意の wについて EW(U,1’:w)>EW(U,2:w)が成立する。図-3.7、図-3.8は各状態の wと
期待効用水準の関係を示している。 
 
２） Π(U,10)>0 の証明 
式(2.37b)から、 
 
ただし、εは 0<ε<z－z0 の範囲に存在するある値であり、上式の右辺 2行目は中間値の
定理から成立する。そして 3行目は v’(z)=1=2 から v’(z－ε)>1=2，ゆえに不等号が成立す
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4. 家計の復旧資金調達と流動性制約のモデル化 
 
4.1. 緒 言 
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図-4.3 は、質問回答家計が被った一般資産被害額と金融資産の保有状況の関係を示し
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図-4.7 一般資産被害額と普及資金調達額 N=266 
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●流動性制約に直面しない被災家計が調達した復旧資金 z は必要調達額 C に等しい。
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定数項（x0) β0 0.912 2.754
一般資産被害額(x1) β1 0.253 9.663
被害額流動性比(x2) β2 -0.119 -2.458
保険カバー率(x3) β3 6.886 14.007
調達可能額モデル
定数項（y0) γ0 2.415 5.777
金融資産残高(y1) γ1 0.252 5.884
土地資産価額(y2) γ2 0.050 2.243
保険金給付額(y3) γ3 1.141 10.813
相関係数 ρ -0.10 －
標準偏差 σ1 1.91 －
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図-4.9 流動性被害率と期待不足調達額、期待必要調達額 N=431 
 
図-4.9は、すべての家計に対してκが一律に変化した場合を想定し、全サンプルの平
均的な流動性被害率 ρ(κ)、期待不足調達額 E[G(κ)]、期待必要調達額 E[C’(κ)]を求
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めた結果を示している。 
κ=1 の場合の流動性被害率は、今回の水害における実態を示している。一般資産被害
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ることが必要となる。このことは、流動性制約により発生する流動性被害を計測するため


















を施せば、ψ2(ε2i | ε1i)= φ(si)と表せる。したがって、確率密度関数ψ(ε1i ,ε2i)は、 
 
と表せる。同様に、 
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5. 家計の復旧過程と流動性被害 
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ティングを状態変数i (i = 1,…,J ) で表現しよう。復旧がまったく進展していない状
態をi = 1 で表し、状態変数i の値が大きくなるほど、復旧が進展していることを表す。
i = Jの場合、当該の家計が復旧完了していることを表す。 
図-5.1の例では、時間軸上の離散時刻Ti (i = 1,…, J-1) において、それぞれ復旧度










ぞれ時刻T2i , T3i において、復旧が進展し復旧度がi からi + 1 に変化している。これら
２つのパスに従った場合、時刻TBで観測された復旧度はi + 1 となる。パネル調査スキー
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旧度を状態変数h (TA) を用いて表そう。状態変数h (TA) は時刻TAに測定した復旧度であ
り、観測された復旧度がi であればh (TA) = i と表せる。マルコフ推移確率は、時刻TAで
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じる復旧度間の推移確率を示したものであり、当然のことながら、対象とする時間間隔
が異なれば推移確率の値は異なる。時間の経過とともに復旧が進展するので、πij = 0 (i 




吸収状態となる。つまり、τ JJ = 1 が成立する。 
なお、マルコフ推移確率は、過去の復旧履歴とは独立して定義される。図-5.2 におい
て、検査時刻TAにおいて復旧度がiであることは調査結果から理解できる。しかし、調査
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カレンダー時刻Ti-1において、復旧度がi - 1 からi に推移したと考える。ここで、カ
レンダー時刻Ti-1を初期時点yi = 0 とする時間軸（以下、サンプル時間軸と呼ぶ）を導入
しよう。サンプル時間軸上の時刻を、以下「時点」と呼び、カレンダー時間軸上の「時
刻」とは区別する。検査時刻TA, TBは、サンプル時間軸上の時点yA、yBに一致する。当然






いま、時刻Ti（時点yC）において、復旧度がi からi + 1 に推移すると考えよう。この時、
当該の家計の復旧度がi に留まる期間長（以下、復旧度i の期間と呼ぶ）は、ζ i =Ti –Ti-1 






















が成立し、分布関数Fi(yi) は復旧度がi となった初期時点yi = 0 (時刻TA) からサンプル
時間軸上のある時点yi(時刻Ti-1 + yi) までに復旧度がi からi + 1 に変化した累積確率を
表す。したがって、初期時点yi = 0 からサンプル時点yi ∈ (0,∞) まで、復旧度がi のまま
推移する確率～ Fi(yi) は、時点yiまでに復旧度がi からi + 1 に変化する累積確率Fi(yi)
を用いて、 
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と定義できる。ここで、家計の復旧度が時点yiまで状態i で推移し、かつ期間(yi, yi + Δyi) 
中に水準i + 1 に進展する条件付き確率は、 
 
と表せる。いま、対象とする家計の復旧度が時点yiまでi の状態で推移し、かつ時点yiで















i(0) = 1 - Fi(0) = 1 を考慮し、式(4.9) を積分すれば、 
 
 
を得る。ハザード関数λi (yi) = θi を用いれば、復旧度i の期間がyi以上となる確率 
 F
~
i (yi) は、 
 
と表される。すなわち、指数ハザードモデルが得られる。また、式(4.8) より、復旧度i の
期間分布を表す確率密度関数fi(ζ i ) は次式で示される。 
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条件の下で、さらに時点yAから追加的にzi (ï 0)以上にわたって復旧度i が継続する確率F
~
i 




i (yi) の定義(4.5) から、 
が成立する。式(4.11) から、上式の右辺は、 
 
と変形できる。すなわち、調査時点yAにおいて復旧度がi に判定され、次の調査時点yB = 
yA + Zにおいても復旧度がi に判定される確率は、 
 








を求めよう。２つの検査時点に挟まれた期間[yA, yB) の間に、復旧度がi からi + 1 に移
行する事象が生起するためには、1）時点yAから時点si = yA + zi, (zi ∈[0, Z)) まで復
旧度がi のまま推移し、2)時点yA + ziにおいて復旧度がi からi + 1 に推移し、3）時点yA+ 
ziから時点yBまで、復旧度i + 1 が継続しなければならない。定期検査では復旧度がi から
i + 1 に推移した正確な時点を把握できないが、いま復旧度の推移が時点 (yA + z
_




iまで復旧度がi に留まり、時点yA + z
_
iで復旧度がi からi + 1 に
推移する条件付き確率密度g i(z
_
i|ζ i≥ yA) は、 
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と表せる。したがって、調査時点yAで復旧度がi であり、かつ時点yA + z
_
iにおいて復旧度
がi からi+1 に変化し、かつ検査時点yBにおいて復旧度がi + 1 と判定される条件付き確率
密度q i+1(z
_










２つの検査時点yAとyBの間で復旧度がi からi + 1 に推移するマルコフ推移確率πii +1 は、 
 
 
と表せる。ただし、上式において、θiとθjの大小関係に関わらずπii +1 > 0 が成立する。
また、θi ≠θi +1の仮定から、1 >πii +1が成立する。以上の性質は、式(4.19) の導出過
程より自明であり、証明は省略する。   
つぎに、２つの調査時点の間に復旧度がiからj (j≥ i + 2) まで２つ以上変化する場合
をとりあげよう。復旧度jの状態が継続する期間長の分布を表す確率密度関数をfj (yj)、
分布関数をFj (yj) と表そう。復旧度jの状態に関するハザード関数をλj(yj) = θjと表す。
期間[yA, yB) の間に、復旧度がi からjに移行する事象が生起するためには、１）時点yAか
ら時点s
_
i = yA + z
_
i ∈ [yA, yB) まで復旧度がi のまま推移し、２）時点s
_
i = yA + z
_
iにおいて復
旧度がi からi +1 に推移し、３）時点s
_








i i+1 (<yB)まで復旧度i + 
1 が継続し、時点s
_








i -1|ζ i≥ yA) は、 
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j-1を固定していた。しかし、復旧度i (i = 1, …, 
J - 1) の期間ζ i は確率変数であり，zi ≥ 0, …; zj-1 ≥  0 (j ≤  J) は、 
 
を満足する範囲の中で自由な値をとる。したがって、検査時点yAとyBの間で復旧度がi か
らj (j ≥ i + 2)に推移するマルコフ推移確率πijは若干の計算を行うことで、 
 
となる付録１）。ただし、式(4.22) より、θmとθk, θm +1とθkの大小関係に関わらず 1 > πij 
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隔Zに対して定義されるマルコフ推移確率行列をΠ (Z) と表す。ただし、 
 
である。いま、２種類の調査間隔ZとnZに着目しよう。ただし、nは整数である。マルコフ
推移確率行列Π (Z)とΠ (nZ) は、同一の復旧現象を異なる時間間隔に対して記述した



















推移パターン情報にもとづいて、ダミー変数δkij (i, j = 1,…, J;k = 1, …,K) を、 
 
と定義する。さらに、家計の復旧速度に影響を及ぼす、家計の属性を表す特性ベクトル
をxk = (xk 1,…, xk M)と表す。ただし、xk m (m = 1,…,M) は家計サンプルkのm番目の特性変
数の観測値を表す。パネル調査スキームの下で得られる調査サンプルkが有する情報はΞk 
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= (δkij , Zk, xk) として整理できる。 
一方、家計サンプル k = (k = 1,…,K) の復旧過程を指数ハザード関数、 
 
を用いて表現しよう。復旧度Jはマルコフ連鎖の吸収状態でありπJJ = 1 が成立するため
ハザード率は定義されない。橋梁の復旧過程を特徴づけるハザード率θki (i = 1,…, J - 
1, k = 1,…,K) は、家計の特性ベクトルに依存して変化すると考え、ハザード率θki を特
性ベクトルxkを用いて、 
 
と表そう。ただし、βi = (βi,1,…, βi,M) は未知パラメータβi,m (m = 1,…,M) による行
ベクトルである。 
’ は転置操作を表す。マルコフ推移確率の推定手順の第１段階では、調査サンプル情
































ハザード率θki (i = 1,…, J – 1; k = 1,…,K) が含まれるが、ハザード率は家計の特性
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が必要となる。本研究ではハザード率θki (k = 1,…,K) に着目した平均化操作を用いる。
いま、対象とする家計母集団における家計属性の分布関数をΓ(x) と表そう。この時、母
集団におけるハザード率の期待値E[θi ] は、 
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と表せる。Θはサンプル母集団を表す。マルコフ推移確率を指数ハザード関数
(4.24a)-(4.24d)で推定する場合、個々のサンプルごとに定義できるハザード率θki (i = 








平成 16 年 10 月の台風 23 号は、円山川の基準地点である立野上流において 12、24 時




名、重傷者 23 名、軽傷者 28 名、家屋の損壊率が 50%以上の全壊家屋 333 棟、家屋の損
壊率が 40%～50%以上の大規模半壊家屋 1,082 棟、家屋の損壊率が 20%～40%以上の半壊





科小林潔司研究室が主体となり、水害が発生した約 5 ヵ月後の平成 17 年 3 月、約 17 ヵ
月後の平成 18 年 3 月、約 2 年後の平成 18 年 11 月の計 3 回にわたって実施した。  
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家計属性を表す特性変数をχkとして、データの利用可能性を考慮して ＝1: 定数項、 kx1
 















kx2 :第 1 回調査時点における流動性制約の有無を示すダミー変数（有のとき 1、無のとき
0）、 :被害額流動性比を採用した。ここで、第 1回調査時点における流動性制約の有
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 表-5.2 指数ハザードモデルの推計結果 
 














復旧度 1 2 3 1 2 3
1 0.236 0.701 0.064 0.118 0.665 0.216
2 0 0.868 0.132 0 0.649 0.351















],[ iE θ 及び式(4.30)から求めた家
計の期待復旧度継続期間 を求めた結果を示している。流動性制約の有無に関
わらず、被災後 1 年以内に復旧度が 1 から 2 へ回復している。しかし、復旧度が 3 にま
][ κiRMDE
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図-5.4 復旧期待値パス             図-5.5 復旧度分布の経年変化 
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【付録】 
１） マルコフ推移確率に関する数学的補足 
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いま、πij (i = 1,…, J –  1, j = i,…, J –  1) はπi,i, πi,i+1,…, πij-1の線形結
合になっており、上式は、 
 
と表せる。ただし、πi = (πi,i, πi,i+1,…, πi,J-1) であり、(J – i )× (J –  i )次行
列Aiは、 
 
と表せる。αi = i + p – 1、αj = i + q – 1 と置けば、Aiの(p, q) 成分は、 
 
と表せる。(J – i) 次行ベクトルCiのq要素Ci (q) は、 
 
である。Ai + Eの逆行列をBiとすると、その(p, q) 成分は、次式が成立する。 
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時間的整合性条件を満足することを示す。n = 1 の時は自明である。n = k– 1 の時にΠ 
((k-1)Z) =｛Π(Z)｝k– 1が成立すると仮定する。このことは、πii (kZ) =πii ((k-1)Z) πii 
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6. 精神的な被害と防災投資の経済的効果 
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や内水氾濫が生じ、兵庫県但馬地域において死者 7 名、重傷者 23 名、軽傷者 28 名、家
屋の損害率が 50％以上の全壊家屋 333 棟、家屋の損害率が 40 ％～50 ％以上の大規模半
壊家屋 1,082 棟、家屋の損害率が 20％～40％以上の半壊家屋 2,651 棟、一部損壊及び床















生した約 5 ヵ月後の平成 17 年 3 月 16 日(確定申告終了後) から 10 日間にわたって実施
した。本実態調査では、家計の資産状況、復旧資金と調達可能性という極めて個人的な
情報を収集することを目的としている。アンケート調査を効果的に実施するためには、
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サンプル数は 650（回収率約 74%）である。アンケート調査では、台風 23 号による浸水
被害以前の浸水経験の有無、台風 23 号による浸水で受けた家屋等の資産被害の内容、水





























図-6.4 は、各設問項目の回答の 100%積み上げグラフを示している。図-6.4 を見ると、
「清掃や片づけによる疲労感（設問 10）」を特に強く感じていることがわかる。その他、
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(1)洪水による生命の危機や負傷に対する恐怖感 1 2 3 4 5 
(2)家族や知人の安否に関する心配 1 2 3 4 5 
(3)水防活動や浸水する前における家財の移動によ
る疲労感 
1 2 3 4 5 
(4)雨量の状況、河川の増水や避難に関する情報の
不足による不安 
1 2 3 4 5 
(5)自宅が浸水するかどうかの不安 1 2 3 4 5 
(6)避難所生活の疲れ・ストレス 1 2 3 4 5 
(7)家屋・家財・自動車・バイク等の資産を失った
ことによる苦痛 
1 2 3 4 5 
(8)日ごろ、特に大切にしていたもの（思い出の品
や貴重品）を失ったことによるショック 
1 2 3 4 5 
(9)レジャー等の余暇活動や地域活動、平時の家事
活動ができないことによる不満 
1 2 3 4 5 
(10)清掃や片付けによる疲労感 1 2 3 4 5 
(11)余計な出費（代替用品等）による家計の苦しさ 1 2 3 4 5 
(12) ゴミ等による周辺の環境の不快感 1 2 3 4 5 
(13)道路や鉄道、バス等の公共交通機関が使用でき
ないことによる不自由 
1 2 3 4 5 
(14)ライフライン（電力・ガス・水道）の停止によ
る不自由 
1 2 3 4 5 
(15)食料品や日常生活用品の不足による不自由 1 2 3 4 5 
(16)子供の勉強が遅れる心配 1 2 3 4 5 
(17)いつになったら普段の生活に戻れるかといっ
た不安 
1 2 3 4 5 
(18) 再び水害が起こるのではないかといった不安 1 2 3 4 5 
(19)今までのような近所付き合いができなくなっ
たことへの不満（心苦しい等） 
1 2 3 4 5 
(20)水害前のような生活に戻れない不満や不安 1 2 3 4 5 
(21)水への恐怖を感じるようになった  1 2 3 4 5 
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内容 手法 備考（棄却条件等） 
変数の選択 質問項目 22 個 
因子抽出で因子への影響が小さい場合は項
目を削除 
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)ln(70.31 hx = （相関係数：0.984）       （1）           


















































図-6.7 因子 1と浸水深の関係 
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-6.9 に示したように、因子分析で整理した二つの因子スコアと WTP の重回帰分析を行っ
た。この結果、(3)式に示したように、思い出などの喪失による精神的苦痛について 1,080、
水害時の恐怖・危機感について 1,895 という偏回帰係数を得ることができた。 
                      （3） 
 
図-6.9 モデル化の概念図 
21 33755873WTP xx +=
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思い出の喪失による支払意思額よりも 11,000 円程度高くなり、全体で 47,000 円程度で
ある。これを被害額換算（年当たりの支払意思額を年率 4％で現在価値化する）にすると、









 なお、検討の対象とした家計のサンプルは、第 1 回調査～第 3 回調査すべてに回答し
た家計のみを対象としたため、有効サンプル数は 114 家計である。 
図-6.9 に精神的被害に関する因子負荷量の変化を示したが、第 1 回調査と第 2 回調査
を比較すると、第 1 回調査では、因子 1 として今まで蓄積してきた「思い出の品等の喪
失による精神的苦痛」及び因子 2 として「水害時の恐怖・危機感」により精神的被害が
大別できたが、第 2 回調査結果の因子付加量の変化から因子１として「日常生活に戻れ
 - 102 -  




































































因子1 因子2  
図-6.11 第 1～3回調査の精神的被害構造と因子負荷量の関係 
 






平成 17 年 3 月 
第 2回調査 
平成 18 年 3 月 
第 3回調査 















17,900 31,300 39,200 
計 49,000 60,200 49,700 
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第 1 回調査と第 2 回調査の支払意思額の大きさを比べると、因子 1 についてはほとん
ど変化せず、因子 2 は大きくなる傾向を示している。また、第 2 回調査と第 3 回調査を
















構成概念η = (η1,…,ηnη) は、水害により発生したストレスを意味している。ストレスは
１つだけでなく、複数の構成概念で表現される場合もある。家計属性や水害の程度に応
じて家計が生産するストレスの内容は異なる。共分散構造モデルの中で、モデルη = C x
は、家計・水害属性x = (x1,…, xnx) に基づいて、ストレスの発生内容や程度を表現す
るストレスの自己生産関数を表している。被災家計が生産したストレスは、観測不可能
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MIMICモデルにおける家計の属性を表す変数をサイズ(nx × 1) の列ベクトルをx´ = (x1, 
…, xnx )、精神的被害項目に対する回答をサイズ(ny × 1) の列ベクトルy´ = (y1,…, yny ) 
として表す。ここで、（´）は、転置ベクトルであることを表している。ここで、期待値
を 0 に規準化した観測変数ベクトル、 
 
を定義しよう。ただし、μxは、観測変数ベクトルxのj番目の構造変数xjの期待値μxjを
要素とするサイズ (nx ×1) を列ベクトル、μyは、観測変数ベクトルyのj番目の構造変数
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xjの期待値μyjを要素とするサイズ (ny ×1) を列ベクトルとする。ここで、zxおよびzyの
期待値は 0 である。家計の構成概念をサイズ(nη×1)の列ベクトルη´   = (η1,…,ηnη) で表
す。潜在変数の期待値は 0、分散は 1 に規準化している。 
次に、構造変数ベクトルをtと表す。ただし、t´ = [η´, z´ x, z´ y ] である。また、u´ 
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逆行列T = (I －Θ )-1の存在を仮定すれば、式(5.4) を、 
 
と書き換えることができる。ここで、ゼロ行列と単位行列を横に並べたサイズ(nx + ny) 
×(nf + nx + ny)の矩形の定数行列G = [O, I ] を定義すれば、 
 
となる。ただし、v は、期待値 0 で規準化された観測変数で構成された観測変数ベクト
ル、すなわちv´ = [z´x, z´y ] である。ここで、観測変数ベクトルをw = [x´ , y´ ] 
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るわけではない。さらに、MIMIC モデルの推計結果を用いて CVM 分析を行うことから、サ
ンプルとして採用したものは、１）CVM に関する設問に回答しているもの、２）年齢・職
業・住居形態・家計人数・年収に関する設問のすべてに回答しているものとした。この
結果、MIMIC モデル、および CVM モデルの推計の双方に、同時に利用可能な総サンプル数






応する t 値が記載されている。これより、すべての変数に対して t 値は 2.0 以上であり、
有意水準 95%で説明変数の説明力を保証できる。また、MIMIC モデル全体の推計精度を表
す GFI(Goodness of Fit index)は、 
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の値は 0.887 である。また、自由度を補正した修正適合度指標 AGFI(Adjusted Goodness 
of Fit Index)は、 
 
 




























































注）「問 42」「問 43」は表-6.2 に示す精神的被害の強さについて質問した設問番号である。 
図-6.13 CVM 調査票 
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dichotomous choice）により、被災家計の精神的被害を軽減するための WTP（willingness 













と定式化した。ここに、b0, b1, b2は未知パラメータ、εiは平均 0、分散σ2のロジスティッ















b1 = 0 が成立しなければならない。モデル１の最尤推定法で推定した結果を表-6.5 に示
している。パラメータb1の最尤推計値は‐0.636 となり、十分小さい値となっている。
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図-6.14 WTP の分布状況 
最後に、図-6.14には、各被災家計の支払い意思額（精神的被害額）の推計値の分布状
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